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教育，それも外国人への日本語・日本事情等の教育に特化した全学教育研究施設

であることは明らかである。しかしながら，本センター教員は与えられた環境の

中で研究活動を継続的に実施する努力を続けており，言語学分野の教員は科学研

究費の採択を受けているほか，学内報告や学会発表等を行っている。この様に本

センターの本学内での特殊性を考えるならば，本センターの教員に係る研究活動

の質や問題点等の改善に関するシステムを他の専門学部と同一のシステムとし

て整備することには無理があり，現実的ではない。本センター独自に，本センタ

ーに相応しい研究活動の質の向上や問題点等を改善するシステムを構築する必

要がある。

観点A-2-①： 研究活動の実施状況（例えば，研究出版物，研究発表，特許，その

他の成果物の公表状況，国内外の大学・研究機関との共同研究，地域

との連携状況，競争的研究資金への応募状況等が考えられる。）から

見て，研究活動が活発に行われているか。

【観点に係る状況】

本センターの教員による研究活動は，日本語・日本事情分野担当教員が言語学

分野で科学研究費の採択を受けるなど，比較的活発に実施されている。しかしな

がら，専門学部から配置換えとなった工学系・農学系教員については，研究の継

続的実施は困難な状況にあり，学内報告や学会での研究発表のレベルに留まって

いる。

今後は，本センターのミッションに相応しい研究を組織的に遂行する体制を構築

することも考慮する必要がある。

【分析結果とその根拠理由】

本センターの主要なミッションに直接的に関係する言語学分野の教員につい

ては，研究遂行上の問題は少なく，比較的研究業績も上がっている。一方，従来，

工学系や農学系など，本センターのミッションとは直接的な関係のない研究分野

に携わってきた教員については，従来の研究の継続的な実施が困難な状況もあ

り，研究活動としては，学内報告や学会発表程度に留まっているのが現状である。

観点A-2-②： 研究活動の成果の質を示す実績(例えば，外部評価，研究プロジェク

ト等の評価，受賞状況，競争的研究資金の獲得状況等が考えられる。)

から見て，研究の質が確保されているか。

【観点に係る状況】

本センターに所属する教員の内，言語学分野の教員については，科学研究費の採択もあり，

研究の質は比較的高く，外部的にも保証されているものと考えられる。また，工学系教員に

ついても，民間との共同研究の実施実績もある。

【分析結果とその根拠理由】
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・新技術説明会や特許流通フェアへの出展[平成 17 年度]

・鳥取大学東京事務所（東京ＣＩＣ）で新技術説明会共催[平成 18 年度]

・「公報パネル」や「鳥取県特許集」等を作成[平成 17 年度]

・ライセンス活動についても種々の相談や企業斡旋支援を実践[平成 16～18 年度]

(2)企業化（大学発ベンチャー設立等）支援

・大学発ベンチャー１件設立（平成 16 年度）

・大学発ベンチャー３件設立（平成 17 年度）

・大学発ベンチャー１件設立（平成 18 年度）

【分析結果とその根拠理由】

立ち上げから約２年半で，研究出版物，研究発表(講演発表)，その他成果の公表，

他大学・地域との連携状況から，研究支援に係わる活動が活発に実施されている。た

だし，研究資料や専門書執筆等の研究自体にかける時間的な余裕が少ないものと判断

する。

観点A-2-②： 研究活動の成果の質を示す実績（例えば，外部評価，研究プロジェクト

等の評価，受賞状況，競争的研究資金の獲得状況等が考えられる。）から

見て，研究の質が確保されているか。

【観点に係る状況】

上述のように，研究支援に係わる時間的な制約が大きいため，専任教員が研究それ自体

にかける時間的余裕は不十分であるが，知的財産を通じて各研究部門との研究連携により，

研究の質を確保している。

【分析結果とその根拠理由】

上記の観点から，ＪＳＴによる海外(ＰＣＴ)出願の高採択率等の外部評価，都市

エリア事業等での研究論文評価の状況から，研究の質の面はほぼ確保できていると

判断する。

観点A-2-③： 社会・経済・文化の領域における研究成果の活用状況や関連組織・団体

からの評価等から見て，社会・経済・文化の発展に資する研究が行われて

いるか。

【観点に係る状況】

研究の成果である鳥取大学の教員および鳥取大学が保有する知的財産権の活用面の状況

から，その活用が徐々に拡大しつつある。

今後は，本学が保有する特許権について，鳥取県と共に特許権の活用を行っていくとの

方策に則り，以下に示す特許流通活動推進の実質的な要件を満たす対象特許として取上げ，

知的財産権の活用推進を図る。

①出願人および特許権者が，明確に「技術移転（実施権許諾・譲渡）」を希望している案
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